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ここに掲げた一連の諸図表（第１図川－月）は、ここ一○年ほどの「中小企業経済」について、その大まかな動向
をみたものである。「高度成長期」といわれた昭和三○年から三六年にかけて、設備投資、工業生産、出荷、それ
に金融機関の中小企業向け貸付けなど、中小企業の投資、生産、販売、金融は大きな伸びを示し、ことに昭和三四
’三六年には大きな山をかたちづくる。利益率もそれに対応して動き、昭和一一一一一一年に一時的に落ちこんだものの、
その前後にわたって高水準を記録し、「神武景気」、「岩戸景気」を反映している。ところが昭和三六年の金融引締め
を契機に諸指標は下向気味に推移し、昭和三八’三九年の山も比較的小さなものにとどまり、昭和三九’四○年に
はかなり深い谷に落ちこむ。利益率もそれに伴って連年悪化の傾向を辿り、戦後最大の不況といわれた昭和四○年
には戦後の最低値に落ちこむ。ここにいわゆる「転型期」が反映されている。ただ、ここで注意しておくぺきこと
ば
、
中
小
企
業
の
利
葦
は
昭
和
三
八
’
三
九
年
の
景
曇
場
に
も
感
応
せ
ず
１
大
蘂
に
猪
い
て
は
章
の
回
復
を
み
て
い
る
ｌ一路悪化の傾向を辿り、「転型綱」における中小企業誉がきわめて大譽態墨に直面したことが示されてい
一
間
題
の
所
在
最
近
に
お
け
る
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の
階
層
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解
に
つ粕
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次
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て
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る
が
、
投
資
、
生
産
、
金
融
な
ど
の
事
業
活
動
は
「
高
度
成長期」に比ぺて必ずし
も停滞が顕著だとはいえ
ないことである。「高度
成長期」中の伸びが大き
く、「転型期」の落ちこ
みが目立つ大企業に比べ
れば、むしろ中小企業の
事
業
活
動
そ
の
も
の
は
か
な
り好調を維持したといっ
てよい。「転型期」にお
い
て
、
ミ
ク
ロ
の
不
況
、
マ
クロの好況、ということ
が
い
わ
れ
た
が
、
そ
れ
は
「中小企業経済」につい
て
と
く
に
顕
著
だ
っ
た
の
で
ある。ところで昭和四○
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第２図中小企業経済の指標（その二）
年代に入ると、投資、生産諺出
荷、金融、それに「転型期」の
あいだ低落を続けていた利益率
も急速な回復をみる。それはか
な
り
力
強
い
上
昇
で
あ
っ
て
昭
和
四
二－三年の金融引締め下におい
て
も
な
お
高
率
を
維
持
し
続
け
、
昭
和四三’四四年にかけて一層の
高まりをみる。それは、まさに
「高度成長」の再来を思わせる。
し
か
し
、
昭
和
四
○
年
代
に
入
っ
て
からの「中小企業経済」の新た
な高まりは、かっての「高度成
長期」のそれと同じだろうか。
いま他の一群の指標をみるとき、
昭和四○年代の、いわば「高度
成
長
第
Ⅱ
期
」
の
「
中
小
企
業
経
済
」
は
、
昭
和
三
○
年
代
の
「
高
度
成長第１期」のそれとかなり異なった様相を呈してくる（第２図参照）。まず製品価格は「転型期」を境に「第１
期高度成長期」のような弾力性を失い、金融引締め、あるいは不況下においても、全く低落を示さなくなり、持続
的な昂騰を続けている。これは中小企業経営にとっては有利な変化である。しかし、労働力充足率の急激な低下に
みられるように、中小企業の存立基盤であった豊富な低廉労働力はもはや払底しているようにみえる。かくて持続
的な価格騰貴にもかかわらず、「転型期」に急上昇した売上高人件費比率はその後一向に下降せず、「転型期」と
同
程
度
の
圧
迫
を
中
小
企
業
経
営
に
加
え
て
い
る
。
こ
の
点
を
最
も
よ
く
示
す
の
が
企
業
倒
産
の
動
向
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
「
転
型
て期」に急増した企業倒産は、その後の景気回復、「高度成長第Ⅱ期」の到来にもかかわらず、減退をみるどころか
卯一層の激発をさえ記録している。このように昭和四○年代の中小企業経済は、「高度成長」の再来を想わせる好鯛な
灘事業活動のなかで企業倒産が激発するという一見矛盾したような様相を呈しているのである。「転型期」にみられ
鰯たマクロとミクロのチグハグな動きは、全体的背景が不況から好況へと転換しながらも、様態を変えて、むしろ拡
噸大しつつここに現われているといえる。さきにみた全体としての利益率の好調な回復も、より立入ってみると若干
鐸趣きを異にしてくる。まず第３図において最近の利益率を業種ごとにみると、業種間格差の著しさが注目される。
卜荊一般に重工業は平均以上の利益率を一示しているが、軽工業、商業、サービス業は平均をかなり下回っている。さら
るけに注目されることは、この軽工業、商業、サービス業では多くの業種が「高度成長」の再来を想わせる最近の好況
おに下において、戦後最大の不況といわれた昭和四○年におけるよりも、より低い利益率しか示していないことである。
近最かくて昭和四○年代の「高度成長」は多くの業種を不況的状況に残したままの、著しく駿行的な景気上昇だといわな
３ければならない。さらにかかる不均等性は業種間格差にのみとどまらない。第１表にみるように企業規模の上昇と
４
 
１下降が激しくおこなわれているのである。最近になるに従って一般に上昇率が減少し下降率が増大しているが、そ
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節いるのである（第５図参
小
企
業
経
済
」
は
最
近
の
「高度成長期」をも含め
て、「第Ⅱ期転型期」以
照）。以上要するに
層規模を中心に企業間格
企業下層において、こと
に
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で
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る
。
こ
れ
は
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れは一○○人未満の中小弓中
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第１表企業規模移動状況
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中小企業金融公庫「製造業規模移動調査」
＊500人～699人＊＊700人～999人
格差の緬小’－－１－－－１格差の拡大
１ 弘一一助
』しＴ》一一一一一一
、、
3５３６３７３８３９４０４１(年度）
資料：日本銀行｢中小企業経営分析」出典：中小企業政策審議会企画小黍風会中間報告｢今後の中小企業政策のありかたについて」ｒ商工金隔』Vol18.No.７
第４図企業間格差指数（総資本純利益率変化係数の推移）
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資
出
う
に
理
解
さ
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。
ひ
と
つ
の有力な解答は、次のような、いわゆる「近代化」論者の説明である。例えば中村秀一郎教授はつぎのようにいう。
「高度成長経済はたんに経済規模の鐡酌拡大Ｉ大企業の発腱をもたらしたのみではない．それはまた日本資本主義
（１） 
の経済と社会に深刻な衝撃芹一与えた」。すなわち、「産業構造の高度化にと釧ｂなう市場の拡大、技術革新の全面的開
花と市場構造の変化、多くの新製品の出現と社会的分業の深化、および生産の専門化の発展は、二○年代までのわ
（２） 
が国の中小企業のあり方を根底から変化させ、。：・・・新しい中小企業の発展をうながした」。たとえば、「新しい還産
型
材
料
の
加
工
部
門
に
お
い
て
発
展
す
る
中
小
企
業
、
量
産
型
大
企
業
の
本
格
的
発
展
に
適
合
す
る
新
し
い
量
産
型
部
品
専
門
メ
ー
カ
ーの出現、市場拡大にともなって量産化に成功し、既存製品の質的向上とコスト・ダウンを遂行している中小企業、
（３） 
さらに工作機械・各種産業機械を生産する専門メーカーなど」がこれであり、「これらの企業のなかには、同一業
種の標準単位に比較して、投資単位がかなり大きく、技術水準もその部門の一般企業とは比較にならぬほど高いの
中小企業ビニラリ醸した企栗の銅
39-41年 届珂噌蕊離辮快
[司蕊難鰄換し
』
Ⅱ
二
『
蓼
Ｊ
１
 
隆、業種間格差、企業間格差などの
し
て
い
る
業
翻
査
版
舗
要
が
減
少
調
年本娼
の
著しい不均等性、破行性を、いいか
停滞業種》鋼》
え
れ
ば
、
成
長
の
な
か
の
倒
産
、
発
展
の
業業び業・なかの没落、「伸びゆくもの」と
陸睦伸廃
安定業麺や噸輌換「消えゆくも２への分化という一
議薪出転見矛盾したような複雑な事態を特徴
成長錐柧蛭雌廻
と
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
沖沖第
では、このような事態は、どのよ
料
典
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（４） 
で対等の競争者が少く》したがって中‐小企業特有の過度競争からまぬかれているＪｂのが多い」。このような近代化
（５） 
しつつある中小企業の頂点に、「中堅企業」（①系列企業ではなく、企業の根本方針の決定権を仏）っ独立企業、②一
定の制約をもちながらも、証券市場を通して社会的資金を動員しうる企業、③その製品は独自の技術、設計、考案
によるものが多く、量産に成功し、それぞれの部門で高い市場占拠率をもつ企業）という新たな企業類型の企業が
広範に群生し、定着した。中小企業の、成長、発展、「伸びゆく」側面をこのように説明する。他方、中小企業の、
倒産、没落、「消えゆく」側面をつぎのようにいう、「昭和三○年代の高度成長はまた、日本資本主義の古い榊造
を支えてきた過剰労働力を消滅させ、逆に労働力不足をもたらした。これは伝統的な中小企業の有立基盤を根底か
らほりくずすものであった」。すなわち、それは、第一に、このような「低賃金基盤の消滅」、第二に「産業構造高
度化に適合できない労働集約的低生産性企業の脱落」、第三に一‐個人財産蓄積の欲望達成をまず企業目的とするよ
（６） 
うな伝統的な中‐小企業主の企業家としての『失格』の過程に他ならなかった」と。すなわち、中‐小企業の、成長の
な
か
の
倒
産
、
発
展
の
な
か
の
没
落
、
と
い
う
一
見
矛
盾
し
た
よ
う
な
事
態
は
、
日
本
資
本
主
義
の
、
産
業
構
造
の
高
度
化
、
生
産
力
の発展のなかで、「二重横造」が解消しつつある過程に他ならないというのである。かくていう、「もとより旧態依
然
た
る
中
小
・
零
細
企
業
も
多
く
残
存
し
て
い
る
し
そ
の
没
落
と
新
生
の
く
り
か
え
し
も
つ
づ
く
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
全
体
と
し
て
こ
（７） 
のような企業群の存続の余地がせばめられる傾向にあることは確実である」と。ここでは困苦し、倒産する中小企
業は産業横造の高度化、生産力の発展に対応しえないものであり、「最低の社会的祷荏もさえ果しえぬ」ゆえの自
業自得であるということになる。
このように八「高度成長」↓生産力の発展↓新たな中小企業ないし「中堅企業」の発展ｖ、他方で八「高度成長」↓
「労働力不足」↓伝統的中小企業の没落、プロレタリアート化Ｖによって旧来の中小企業の階層分解が著しくなり、
第２表製造業の企業蘭ｉ型”》閂
蔚矧… 生産工程｜労働手段ｌ熟練の性質ｌ従業員構成 経営担当者
熟ｉ内労、１１
零ｊ;Ｍ工､業
部品加工
占
部品加工
部
部 半労働力鑿練労働棗
榮驫i鍋究
徒弟
筆驫鑛|;{｝
不熟練労働力
熟練労働力
半熟練労働力不熟練労働力
分
分
程
程 道具
Hii具または
簡単な擬械
道具または
万能機械
家族工工
鑿:識 主主業業
小工業 部品.加工 部分工程 願用労･働者
裏用機械世中工業 完成部品 雇用労働者 業主貫工程
専装 用機械
圏大工業 雇用労働者｜企業家完成品 貫工濃
資本構成｜ｉｉｌＴ場条件｜価格形成｜所得範欝ｌ所得水準｜性格
盃蕊柔蕊力
蕊柔鑿力の
平均利潤以下
平均利潤
特別利潤
家
零
小
中
大
内労
細工
働
業
業
業
業
労働者_的
職人的
資本家的
資本家的
独占費本家的
問屋・親工場(再下鰯）
問屋・親工場(再下舗）
問屋・親工場(－次下謂）
一般市場(目立）
－般市場
加工賃
加工賃
加工賛
市場価格
独占価格
工賃
業主所得
賃金・利潤
賃金ｑ利潤
f駐金・利潤
個人喪産
個人i賛木
同族資本
株式資本
工
工
工
出典：氏原正治郎・高梨昌「鞠H企業の存立条件」（国民金融公庫『調窺月鋤昭和40年1羽号）
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それはやがて均質な経済を生み出すという見解は、中村教授にかぎらず、かなり広範にみられる。例えば氏原正次
（８） 
郎
・
高
梨
昌
両
教
授
は
労
働
問
題
研
究
か
ら
接
近
し
て
、
ほ
ぼ
同
様
の
議
論
を
展
開
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
両
教
授
は
こ
こ
で
は
説
明
を省くが、第２表のような企業類型を設定する。ここでの「中工業」が中村教授の「新たな中小企業」あるいは「中
堅企業」に該当するように思わ龍．この類型を用いて両教授の展開する議論を要約的に表現すれば、それは生産
力
の
発
展
Ⅱ
社
会
的
分
業
の
深
化
に
よ
る
、
旧
来
の
中
小
企
業
の
主
力
で
あ
っ
た
「
小
工
業
・
零
細
工
業
」
の
、
「
中
工
業
」
と
八
「
家
内労働」↓プロレタリアートｖへの両極分解仮説だといってよい。それはとりもなおさず経済の均質化Ⅱ階級関係
の単純化を展望するものに他ならない。
さ
て
、
は
じ
め
に
み
た
よ
う
に
、
「
中
小
企
業
経
済
」
は
最
近
に
な
っ
て
、
成
長
と
倒
産
、
発
展
と
没
落
の
同
時
併
行
と
い
う
特
徴
を
著
し
く
し
て
い
る
が
、
そ
れ
は
果
し
て
以
上
の
よ
う
な
「
近
代
化
論
」
が
主
張
す
る
よ
う
に
、
旧
来
の
中
小
企
業
が
、
一
方
で
「
中
工業」ないし「中堅企業」へと上向し、他方で八「家内労働」↓プロレタリアートｖへと下向し、かくて、｜二重横
造
」
の
解
消
が
一
層
の
進
行
を
み
て
い
る
こ
と
を
示
す
も
の
な
の
だ
ろ
う
か
。
われわは以下、このような見解を幾つかの点において検討し、そのことを通して、最近の「中小企業経済」の様
態についての、われわれなりの把握、さらに出来得れば、それが現代日本資本主溌の展開においてもつ意義に言及
したいと思う。
（１）中村秀一郎『中小企業』（三九年十一一月刊）
（２）（３）（４）同三三’一一一四頁。
（５）中村秀一郎『中堅企業楡』（三九年七月刊）
（６）中村『中小企業』一二頁。
八一頁。
一二頁以下。
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なるほど、「高度成長期」を経て中小企業の市場条件、生産力水準に一定の変化が生じてきている。「零細エ業」
「小工業」の牙城であった消賢財部門においても、つぎのような変化が生じてきている。すなわち、①ここでは生
活様式、嗜好の多様性、季節性、流行性などによって個々の生産ロットが制限され、錘産は容易に行われなかった。
しかし、このようななかにも、賃金格差、農工間所得格差などの縮小とマスコミの発達などによって生活様式の画
一化が進行し、また加工方法の革新によって腐敗性、季節性が、そして輸送手段などの革新によって地域性なども
弱められ、市場面からの制約性がある程度克服されるものが生じてきた。さらにマーケッティン技法の発展など、
企業の主体的対応によっても、量産の可能性が追求されてきている。②このように市場制約性が幾分緩和されると
ともに、一部においては、その生産過程に自動機、専用機が導入されはじめた。最近の一「労働力不足」の進行のな
ことから始めよう。
まず八旧来の中小企業すなわち「零細工業」「小工業」↓「中工業」「中堅企業」ｖという上向分解について検討する
（８）氏原正次郎・高梨昌「中小企業の技術革新」（国民金融公庫『調査月報』三七年九月）
高梨昌「現代日本の中小企業問題ｌ中小企業論の反省」含社会科学研究』一四巻六号）などが注目される。
（９）この類型設定においては専ら機械工業が念頭におかれているようであるが、いま、市場の制約性をかなり広義に理解し
て、何んらかの条件で量産体制を制約されているものを、八市場性をもたないＶ人部分工程Ｖを行うものと規定すれば、
これを消費財生産企業あるいは商業その他の産業にも、適用することが可能であろう。
以下、われノーは、そのように理解して、全産業に亙る企業類型としてこれを用いる。
（７） 
（８） 二
上
向
分
解
同、四三頁。
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かくそれは、ことに顕著になっている。また一部では、通産に非適合的な天然原材料から、趣産に適合的な人工
原材料への「原材料革命」が進行し、それによって量産体制がつくられてきている。
しかし、市場と生産過程におけるこのような変化は、機械工業において一層著しい。昭和三○年代の成長の主役
のひとつは、いうまでもなく機械工業、就中、自動車、電気機器などの型産型機械工業であったが、この趣産型機
械エ業における本格的な避産体制の砿立こそ昭和三○年代の産業構造の高度化、生産力の上昇、それに伴う社会的
分業の深化Ⅱ市場構造の変貌の主要な担手だったのであり、かくてまた、「中工業」「中堅企業」類型の設定にさ
い
し
て
Ｉ
こ
と
に
前
者
に
鑓
い
て
は
専
ら
１
．
か
か
る
鍵
臺
機
械
工
業
が
主
襄
素
材
養
者
と
な
っ
た
の
で
あ
る
．
す
な
わ
てい
ち
、
こ
れ
ら
の
部
門
に
お
い
て
は
一
般
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
完
成
機
器
の
壁
産
体
制
の
進
行
に
伴
っ
て
、
関
連
部
門
の
社
会
つ雛的分業が進展し、親工場のまわりに群がって、その部分工程を行う加工企業から、市場性をもちうる構成部品の専
齢門企業への移行、かくて量産を行う新たな型の企業が広汎に生み出されたのである。
噸第６図は、従業者を指標にして、規模別のウェイトの推移をみたものであるが、以上の変化は、たしかに、ここ
鋒に反映されている。すなわち、軽工業、重工業によって若干の差があるが一般的に言って、一○’’九人層、一一○
、
、
、
、
、
、
州’四九人層という「小工業」規模層のウェイト減退は著しく、五○’一一九九人層、一一一○○’九九九人層という「中
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
滝工業」蝿臘層のウェイト増大が著しく、八「小工業」規模↓「中工業」規模ｖという上向分解の進行は明瞭である。
率このことは、製造業のみならず、商業、サービス業についてもいえる。例えば、「零細工業」規模が圧倒的ウエイ
、
、
、
、
、
、
近簸
卜
を
も
つ
小
売
業
に
お
い
て
も
、
ス
ー
パ
ー
な
ど
の
避
販
店
の
著
し
い
伸
び
に
よ
っ
て
大
規
模
化
の
動
き
が
か
な
り
顕
著
に
な
っ
て
き
ている（第３表参照）。、、
しかし、かかる埜的上向分解の進行は、質的にも正真正銘の「中工業」「中堅企業」を生み出しているのだろう
15
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第３表セルフサービス店の商店数、常時従業者数、年間販売額
増加率 榊成比
分 43年の実数区 年一年
３
１
 
４
－
４
 
年一年
１
９
 
４－３ 
iＷｉｉ (96） 5.4 32.3 10.2 (96） 1.0 47.4 16.0 （ 1０ 跳雫贄商,小売業計店ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ店数百貨店 0 
（人)’｜
蝋i蝋|篭Ｉ灘￥篭
iiil小売業iiI劉苔ツビ
資料：通商産業省「7
樹1.2 36.0 ７．１ 100.0 ２．５， ３．２ 100.0 ３．４ ３４ 
（百万円）
13,615,365 
1,028,570 
1,2870081 
｜’｜ 鑿li1ll1:;’ 100.0’ ５．４ ９．１ １００．０１ ;:’ 
商業統計速報」４３年
出典：中小企業『庁中′I､企業白書』（44年版）
1．ここにいうセルフサービス店とは、売場面菰１００，２以上の商店でセ
ルフサービス方式を50％以上採用している。
2．商店である百貨店は通商産業省「百貨店販売統計胴査」の対象のう
ち、百貨店法に該当する商店である。
(注）
か。そのような企業が、いまや、広範に生じて
い
る
こ
と
は
、
た
し
か
だ
と
い
っ
て
よ
い
。
し
か
し
、
わ
れ
わ
れ
は
次
の
よ
う
な
こ
と
が
ら
に
も
、
十
分
注
意
しておかなければならない。
まず、消饗財部門や小売商業部門などにおい
ても、ようやく「零細工業」ないし「小エ業」
から「中エ業」への上向の条件が整ってきたが、
そ
れ
は
同
時
に
独
占
的
大
企
業
が
こ
れ
ら
の
分
野
を
制
覇
す
る
条
件
が
整
っ
て
き
た
こ
と
を
も
意
味
す
る
。
事
実、清涼飲料、畜産水産加エ品、その他多くの
イ
ン
ス
タ
ン
ト
食
品
、
保
存
食
品
、
石
け
ん
、
マ
ー
ガ
リンなどの油脂製品、靴下その他の既製衣料品
な
ど
に
お
い
て
、
大
企
業
の
直
接
的
進
出
が
め
ざ
ま
し
い。しかし、独占的大企業の進出はこのような
直
接
的
進
出
に
限
ら
れ
な
い
。
そ
れ
は
、
む
し
ろ
、
氷
山の一角にすぎず、間接的な仕方で進出してい
る部分がきわめて大きいのである。すなわち、
独占的大企業は、自ら直接的に進出するよりも、
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、
、
、
、
、
中小企業の階層分解の進展とともに形成されてきた「中工業」規模企業を広範に系列化しつつ進出しているである。
例えば、繊維独占資本は、すでに戦前から織布、染色整理部門において、有力な中小企業を自己の傘下に下請と
して編成していたが、戦後においては、一方で有力縫製メーカーをも系列化し、いわゆるプロダクション・チーム
を編成し、他方、その製品の販売、市場開発のため、問屋資本を系列化し、いわゆるセールス・チームを編成した。
こ
れ
は
当
初
新
製
品
で
あ
っ
た
ナ
イ
ロ
ン
の
市
場
を
開
発
す
る
意
味
を
も
っ
て
、
合
繊
資
本
に
よ
っ
て
強
力
に
推
進
さ
れ
た
の
で
あ
る
が、最近における最終加工分野における麓産体制の一定の形成、また衣料スーパーなどの量販店の伸張などに促さ
れ
て
、
フ
ァ
シ
ョ
ン
製
品
を
も
含
め
て
各
種
の
衣
料
製
品
に
わ
た
っ
て
大
々
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
一方で有力な二次加工、一一一次加工メーカーを系列化しつつ、他方で有力流通資本をも系列化して、最終消費財市場
への進出をはかることは、繊維独占資本のみにかぎられない。「転型期」以降、いわゆる設備投資主導型の発展パ
ターンは挫折し、財政、輸出主導型に転じ、また最終消費への依存も高まってきているが、個々の企業の成長にと
っても「市場指向性」が重要なファクターとなり、最終市場を開発しつつ、原材料手当から最終製品の生産、販売
までを、いわゆるシステム化することが重要な企業戦略となるに至ったといわれている。このような事態を反映す
るかのように、独占的大資本は一般に、「転型期」以降、とくに昭和四○年代に入って、有力中小企業の系列化な
どによる多角化政策を展開し、その重要な一環として最終消費市場への進出を強めているのである。かかる動きの
なかで、最近とくに目立つのは、従来主として輸出入あるいは重化学工業を中心とする大鉦取引に特化していた独
占資本組織の一分肢としての大手総合商社が、豊富な資金力と卓越した情報集収力を背景に、ようやく成長しつつ
あ
る
中
小
企
業
を
つ
ぎ
つ
ぎ
に
系
列
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
最
終
消
澱
財
市
場
へ
大
々
的
に
進
出
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
衣服産業においては、三井物産のロッキンガムグループ、エフワングループの結成、丸紅飯田の「トップチェー
ン」、ヴァンの系列化にみられるように、欧米からデザイン、製作技術を導入し、商品別に縫製メーカーと、専門
問屋の系列化を進めることによって、既製服業界への進出を秋極化しており、紳士服専門店上位四社などは、すで
に大手総合商社の系列色を濃厚にするに至っている。また食品業界においても、従来、原料を買ってもらうために
製品を引取る傾向が強かった大手総合商社が、養豚、ブロイラーのインテグレーション、食品コンビナートなどを
積極的に推進し、実需の動向を把握しつつ原料手当から最終製品の販売過程までを総合的に組織し運営するように
なり、メーカーに対しても、何を、どれだけ生産すべきかを指示するように変化してきた。また以上のような変化
のきめ手のひとつとなっているのが、いわゆる流通革命の旗手として急速に台頭してきたスーパーなどの避販店の
て卯系列化であるが、スーパー間競争の激化、各種の商品についての全面的な商品開発を独力で行う能力不足、系列有
識力加工メーカーの不足などの、スーパー業界がもつところの一定の限界をついて、大手総合商社は、いまや、有力
鰯スーパーのほとんどすぺてをその系列下に納めつつある。
噸このように、消費財部門、小売商業部門においても、「中工業」が成長しているものの、最近において、それら
鐸は急速に独占資本組織の網の中に組みこまれつつあるのである。
、
刺つぎに、「中工業」「中堅企業」が最も典型的に形成されているといわれる量産型機械工業、とくにその頂点を
廃なす自動車部品工業についてみてみよう。第４表にみられるように、自動車部品工業においては、資本金五千万円
陣未満の、いわゆる中小企業の占める比重は、すでにかなり小さい・企業数では六○％ほどであるが、売上高におい
噸てはわずか一五程％度にすぎず、五千万円’一○億円規模が売上高の四五％、また一○億円以上の巨大企業が実に
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
売上高の四○％を占め、まさに、「中工業」規模、巨大企業規模が支配的な産業になっているといってよい。》）と
５
 
５
 
１に電装品、タイヤ、ベアリングは、一一社ないし数社で市場のほとんど一○○％今と占有し、資本規模も大きく、独占
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｢自動車部品」売上高檎成比（市場占有率）
】
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第４表業稲別．資本金規模別企業数および
ばね完成|用品
製造業鬮造蕊製造業|灘|鑪鱸|灘
４ 
(0.4） 
７ 
(0.4） 
２ 
(0.2） 
１ 
(0.2） 
１ 
(0.6） 
３ 
(3.6） 
１ 
(0.6） 
の2,000千臣
②21M耐千円｜(｛)|(｡?`） １１ (1.2） １ (0.3） ４ (0.4） ５ (0.5） 
③5,000～ 
9,999千円
１３ 
(1.7） 
２ 
(0.4） 
５ 
(1.1）’ 
２ 
(4.9） 
１６ 
(5.2） 
３ 
(0.3） 
④10,000～ 
４９，９９９ 
３ 
(1.7） 
８ 
(9.4） 
３ 
(25.7） 
２９ 
(9.8） (９４｡)|(， ４の－８
２
１
－
 
１９ 
(50.8） 
６ 
(12.7） ⑤醐幹円’ ３ (40.9） ３ (14.5） ５ (5.1） ２ (7.0） (7.2） 
⑥100,000～ 
199,999千円
６ 
(50.7） 
１７ 
(23.3） 
２２ 
(43.9） 
３ 
(27.7） 
４ 
(14.7） 
２ 
(19.1） 
QLL2iLl lL1f:,し⑦200,000～ 999,999千円 １ (3． １２ (28.1） １ (0.9） 
③1,000,000 
千円以上
６ 
(94.9） 
３ 
(21.2） 
３ 
(58.3） 
２ 
(59.0） 
９ 
(36.0） 
７ 
(16.7） 
'－－ 
企業数計
売上高構成比計
1３１２９ 1８８１ 1２１７９ ８１ 
(100）’（100）（100） （100） 
〔20.4〕
(100） (100） (100） 
業種別企業数
榊成比 〔3.3〕 〔7.3〕 〔4.5〕 〔3.0〕 〔19.9〕 〔20.4〕
|業種別売上高｜|構成比■ 11.9 4.4 1.7 7.9 3.7 27.8 19.6 
資料：中小企業研究センター『目mlj車部品工業実態調査集計報告』（43年）
(注）１．（）内は、業種ごとの資本金規模別売上高榊成比
２．〔〕内は、業種別企業数織成比および資本金規模別企業数構成比
ａｎはnegligible（微小数）
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との関係など
、取｜Ⅱ乎来への対琢
鐵鰐縢鍛
J(］ 
ｎ４ＭＩ１１巴
○専門メーカー
も､他業種進出
もかなり多い。
○外注の方が安い
と、生産設備がな
い、が多く。○専
門技術､I±少ない。
7,194,715 
（75.3） 
2,351,273 
（24.7） 
9,550,988 
（100.0） 
180,207 
鰯|霧蕊lwl糊ﾄ競芳|…
○同上
○メーカーから
資本参加、１社。
○同上
8,781,245 
（24.0） 
36,658,876 
（100.0） 
1,0470396 27,877j631 
（76.0） －－’－． 
糠｢譽繍十饗聲○専門技術、が非常に多い。 199,109,7042,928,704 （100.0)’ 
○ １，１J」IⅢ '○ .'-， 「、Ｌ」、=ノは 3（ ]ｑ〔］
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第５表完成車メーカ
単価引き下げ要
請への対応完成車メーカーとの関係 増産要調への資本金別
○下請利用、労務者増員が多い。○
対応できない２社|繊鰄霊鰄鼈譲’２５保有はない）できない、２社｜|鍛鰄蟻’
①2,0000千円
未満
鱸繍鰄|雛；
んどない。’
②2,000～ 
4,999千円 3４ 
|騨辮助臓r蔦｜,卿……綱蹴-縮翻|…､,損弄艤灘鋒し…③5,000～ ’ 9,999千円’４９
壜1襄鱗蘂鱗繍ない、１社’－－－－￣_｣一二－－－－I-z＝④10,000～ 49,999千円
;蝋織|繍鰄D多いが､下調利用、株式持ち合い、役○研究開発、設備更派遣が多い‘○子新、量産、の順，瀧！蝋繍騨鵜臓・保証も少しある｡|は少ない。
#徽蕊'艤灘!！;iiiギ
調利用､労務費節減、
｜:雛鰯'１:6社
株式持ち合い、役'○匙産､研究開発､設讓繩|霧雛藝
株式持ち合い、役ｏｆk産、研究開発、
瀞#|鑿鰄
ｐ侵陰援少旋一ｐ隠礎
⑤50,000～ 
99,999千円
７
９
 
３
６
 
○工場合理化、設
備増設、が多い。
○新規工場建設、
()多い。
⑥100,000～ 
499,999千円
○
鐵織蕊
殻Ⅵ－鋼刊
発○九錆萢
同上
⑦500,000～ 
999,999千円
産更な用皆い
遮備か利はな
○
波
も
諭
減
き
役経少の
、・はン
い
い
、
イ
合
多
灘
ザ
い
ち
が
指
デ
多
持、術○が
式遺技。、
株派、い示
○
員
営
な
指
５
 
３
 
同上
③1,000,0000 
千円以上
資料：中小企業研究センター「自mIj車部品工業実態調査集計報告」（43年）
160 
、
、
、
、
、
的大資本といってよい。そこで主として、資本金規模⑤－‐⑦の中小企業の枠を越えた「中工業」規模の性格を①ｌ
④の中小企業と比較しつつ、第５表を読むことにしよう。まず親企業との関係をみると、「中工業」は中小企業と
かなり異っているようである。すなわち、完成車メーカーとの取引理由についてみると、中小企業においては、
「生産能力が足りない」と「外注の方が安い」という理由が大半を占めるが、「中工業」となると巨大企業と同じよ
うに、「専門技術をもっているから」というのが非常に多くなる。また中小企業下層においては「原材料無償支給」
「払い下げ」が多いが、「中エ業」においてはそれはきわめて少なくなる。さらに増産への対応についても、中小企
業が再下請利用や労務者増によっているのに対して、「中工業」は工程合理化、設備投資増が多くなっている。また
将来への対策については、中小企業においても専門メーカーを志向するものがかなり多くなっているが、「中エ業」
は圧倒的に専門メーカーを志向する。このように自動車部品工業においては、中小企業の枠を越えた「中工業」は、
一定の専門技術を有し、増産に対しても生産の高度化によって対応しようとする点において、質的にも従来の中小
企業の枠を越える傾向をもっているようにみえる。しかし、このように生産力的には高度化を実現しつつあるよう
にみえる「中工業」も、いまその市場依存度をみると、なるほど中小企業よりは自動車部品への特化は若干の低下
をみてい、るが、巨大企業が一一○％そこそこにすぎないのに実に七○％に達し、巨大企業との質的相違をみせる。そ
して、これらは、「株式の持ち合い」「役員の派遣」あるいは子会社化によって、資本的、経営的に親企業に緊密
に結びつけられ、完成車メーカーを頂点とする組織的独占体の一構成要素として組みこまれる傾きを示すのである。
（ｕ） 
また、ここでは詳述するいとまはないが、電子部品工業Ｊｂ、「中工業」ないし「中堅企業」が典型的に形成され
た産業であるが、ここでは昭和四○年不況を契機にいくつかの「中堅企業」が破綻し、独占的完成機メーカーの系
列下に動いたが、さらに最近のＩＣの本格的導入は、受動部品企業には打撃であり、ＩＣを生産しうる大企業を中
いる。そうして、｝
ていかには、本来は【臼一
つ擁的中，小企業、独立》
鰯ろがっている。／』
噸いと言えるかも知』
蜂からといって系列》
、
判以上のように、
癩業」といってよい
礫つつあるのである・
近最
そ
も
そ
も
中
小
企
些
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心とする再編成が進もうとしている。
かくて、中小企業の発展の方向として「系列制」を経て「自立化」ということがいわれているが、「系列は本質
的には過渡的性格をもつものとみなければならないと思う」という論者も、実態調査報告の総論の結びにおいて、
次のようにいわねばならなかった。「以上検討してきたところからいうならば、わが国の最近の実状にはなんらか
の程度で中小企業の自立化傾向が現われているといわなければならない。しかし、それは『系列化を経て自立化』
というようなコースをとって一本筋に進んでいる訳ではない。自立化の傾向はもっと複雑でさまざまの形をとって
いる。そうして、その自立化といわれるものも本格的な自立化は極めて少なく、多くは不完全な自立化であり、な
かには、本来は自立化といえない親企業の子会社へと転化する方向のものまでも含んでいる。／それと同時に自立
的中小企業、独立専門部品メーカーが新たに系列化されるという逆の傾向が、しかし重要な成長部門である程度ひ
ろがっている。／いままでのところでは、自立化傾向よりも系列化傾向の新しい進行や拡がりがいくらかでも大き
いと言えるかも知れない。……系列は本質的にはやはり過渡的性格のものとみなければならないと思うが、それだ
（⑫） 
からといって系列が簡単に解消し、中小企業の自立化が広範にわたって達成されるとみる訳にはいかない」と。
以上のように、「零細工業」「小工業」の階層分解における上向は、一方で、たしかに「中工業」なり「中堅企
業」といってよいものを生みだしてはいるものの、他方で、それらは急速に独占資本組織の網のなかに組みこまれ
そもそも中小企業が他の中小企業の追随を許さないような専用機、自動機を体系的に設定して「専門化」するこ
とは難しい。それは市場の順調な拡大という背景のみならず、中小企業の資金調達力を越える大きさの資金調達、
あるいは独自の新製品、技術の開発・導入など、何らかの参入障壁をつくることによってはじめて可能となる。と
162 
ころが諺盗金は「融資集中機構」などによって独占資本に集中し、技術革新や技術導入、そしてまた新製品の開発
も、独占資本から波及し、市場の拡大も完成機器を生産する独占資本からはじまるという現代日本の資本蓄秋過程
においては、かかる参入障壁を独占資本の系列下に入ることによってではなく、中小企業が独自に形成することは
きわめてむずかしい。また、たとえ「中工業」「中堅企業」が形成されたとしても、それは本質的に不安定たらざ
るをえない。けだし、第一に、特定の技術、製品を開発して参入障壁を形成したとしても、技術には道徳的磨滅が
あり、新製品にもライフ・サイクルがあり、長期間にわたってそれを維持することはむずかしい。中小企業が独自
で開発できるようなかんたんな技術なり新製品についてはとくにそういってよい。かくて、「中工業」「中堅企業」
と
し
て
と
ど
ま
る
た
め
に
は
つ
ぎ
つ
ぎ
に
独
自
製
品
な
り
技
術
を
開
発
し
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第
二
に
、
専
門
化
に
よ
る
特
定
の生産への特化は、たとえそれが生産力的にいかに高度なものであれ、必ずしも企業の安定をもたらすものではな
く、むしろ景気変動などに対する企業の抵抗力を弱くする。性々にしてみられるようにその生産力の高度化が財務
比率の悪化によってはじめて達成されたようなばあいにはなおさらそうである。さらに、すでに触れたように、現
在いわゆる産業のシステム化が進行し、企業はその成長のために特定製品の生産のみならず、関連製品関連産業、
さらに流通過程、消費過程への緊密な連けいが要請されるに至っているといわれるが、それは、背後に半ば過剰化
した彪大な資本を擁するものにしてはじめて可能となる。かくて、中小企業が「中工業」「中堅企業」にまで登り
つめたとき、その不安定性から免がれるためには、関連製品、関連産業への多角化、輸出市場への進出などを進め、
自ら独占的大資本に転成するか、あるいは既存の独占資本組織に組みこまれ、その一構成要素となるしかないので
ある。多少レトリカルにいえば、「系列制」が「中工業」「中堅企業」への過渡的存在であるよりは、むしろ逆に
「中工業」「中堅企業」が、以上において述べた意味で過渡的存在だといえるのである。
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、
、
、
、
、
はじめにみたように、一一○－‐九九人という「小工業」規模の下降率は最近になってますます高くなり（前掲第１
表）、零細企業を中心に倒産、転廃業も著しくなってきていた（前掲第２、５図）。また第６表にみるように、自営
業主から履用者になるものも増加してきている。ここに、昭和四○年代に入って八「小工業」「零細工業」↓プロレ
タリアートＶという「近代的」下向分解が著しくなっていることがみてとれる。しかし、「転型期」以降、八雇用
しかし、かかる過渡的存在たる「中工業」「中堅企業」がかなり広範に生じてきていることは事実であり、この
点をいちはやく指摘した一‐近代化」論者の感覚は鋭い。そうとすれば、われわれは、その背景としてまず第一に、
中
小
企
業
市
場
の
著
し
い
拡
大
、
そ
れ
も
、
中
小
企
業
セ
ク
タ
ー
に
ま
で
戯
産
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制
を
可
能
と
し
、
ま
た
絶
え
ざ
る
技
術
革
新
を
可
能
と
す
る
よ
う
な
産
業
構
造
な
い
し
生
産
力
の
著
し
い
高
度
化
を
伴
っ
た
拡
大
と
い
う
条
件
を
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
こ
れ
ら
を
、
、
●
、
、
、
、
実現させたものとして、日本資本主義の「高度成長」という特殊歴史的条件をあらためて認識する必要に迫まれる。
そ
し
て
第
二
に
、
本
来
不
安
定
な
「
中
工
業
」
「
中
堅
企
業
」
に
一
定
の
安
定
的
成
長
を
許
容
し
た
条
件
と
し
て
、
恐
慌
－
不
況
を
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
「転型期」としてしか現象せしめず、比較的恒常的な成長を可能にしている現代日本資本主義の資本蓄菰メカニズム
をもまた考慮する必要にせまられるのである。しかし、それについては、いま少し後に触れるとして、つぎに「零
細工業」「小工業「｜の下向分解の動向についてみることにしよう。
（、）加藤勲『七○年代に挑む総合商社』（四四年十二月刊）
（ｕ）森下覚「電子部品工業における自立中小企業の実態と問題点」（中小企業金融公庫『諸査時報』第七巻二号）
（⑫）小林義雄「中小企業自立化問題とその現実」（中小企業金融公庫『調査時報』第七巻二号）
三
下
向
分
解
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さらに二つの側面を有している。一つは経済の高度成長で新しい零細企業分野が次々に登場しているという面であ
る。特に所得水準の上昇に照応して需要の多様化、高級化、個性化がすすみ、小零細企業になじみやすい需要分野
が拡大している。……いま一つは、労働力不足が下諸依存の拡大をもたらし、それによって小零細企業分野が拡大
第６表非醗林歴用者と非職林自営桑主間の奥勘状況〈千人）
36-37年’39-40年
歴用者→非農林自営業主（Ａ） 51.2 66.8 
非農林自営業主→凧用者（Ｂ） 46.1 34.3 
差 (Ａ） （ B） ３ 5.1 3Z､５ 
資料：総理府「就業榊造基本調査」
そ
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で
、
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、
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造
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の
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で
は
（皿）
な
い
と
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う
主
張
に
転
じ
た
。
す
な
わ
ち
、
零
細
企
業
の
増
加
要
因
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
要
因
を
挙げる。まず客観的要因として、「第一に小零細企業分野の拡大があげられる。これは
力不足」
である。
者↓自営業主ｖという逆の流れの方が、より大きく増大している。かくて、前掲第６
図
に
お
い
て
も
、
一
－
九
人
層
と
い
う
「
零
細
エ
業
」
の
ウ
ェ
イ
ト
が
減
少
し
て
い
た
の
は
、
昭
和
三○年代の「高度成長期」に限られ、「転型期」以降は各業種とも著しいウェイト増
大をみている。
かくて、八「小工業」「零細工業」↓プロレタリアートｖという「近代的」階層分解
を
主
張
し
た
「
中
工
業
論
」
「
中
堅
企
業
論
」
は
、
な
る
ほ
ど
、
昭
和
三
○
年
代
の
「
第
１
期
高
度
成
長
期
」
に
は
妥
当
し
て
い
た
も
の
の
、
「
転
型
期
」
以
降
全
く
予
期
に
反
す
る
事
態
に
直
面
し
た
こ
と
に
な
る
。
「
消
滅
し
つ
つ
あ
る
雇
用
の
二
重
榊
造
が
再
び
呼
吸
を
ふ
き
か
え
し
再
編
強
化
さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
労
働
力
が
か
り
に
過
剰
と
な
っ
た
と
し
て
も
、
そ
れ
を
再
び
こ
（画）
重
榊
造
の
底
辺
に
閉
じ
こ
め
る
こ
と
は
も
は
や
不
可
能
に
近
い
」
と
い
う
予
則
は
、
ま
さ
に
「
労
働
力
不
足
」
が
以
前
よ
り
一
届
著
し
く
な
っ
て
い
る
と
き
、
も
の
の
み
ご
と
に
は
ず
れ
て
し
ま
っ
た
の
165 最近における中小企業の階厨分解について
徴的な主張である。
このように、客観的要因としては市場の拡大のパターンが零細企業に適合的になったことと、零細企業が「高生
産性を実現する」に至ったことをあげる。さらに、つぎのようにもいう「企業成長の基本要因が、高度工業化を背
景として広義の研究開発集約性と市場指向性にかわり、経営資源の中で最も貴重な要素が人的経営資源となった現
在では、規模に関係なく、高生産性企業は存在しうる。この意味で、規模の概念が企業の優努に結びついて観念さ
（脂）
れる時代は一九六○年代とともに過ぎ去りつつあるとい』えるであろう。」と。
つぎに主観的要因として、「第一は、わが国では能力発揮の場としては大企業よりも中小企業のほうが適してい
るということが周知徹底されているという事情である。……第二は、大企業において人間疎外を克服するような管
理手法が開発されない以上『生きがい』を求めて独立し、自ら人間疎外を克服するほかない。……第一一一は、テクノ
クラチニァとしての主体性を回復した結果である。」その他幾つかのことをあげているが、「人間疎外の克服」が特
し
て
い
る
と
い
う
側
面
で
あ
る
。
雇
用
者
と
し
て
よ
り
は
自
営
業
主
の
ほ
う
が
労
働
の
モ
ラ
ー
ル
が
高
い
の
は
当
然
で
あ
り
、
労
働
生
産性が高い。しかも配偶者も労働力化すれば、長時間労働でなくともかなりの高所得をうることができる。……現
在では高生産性なるが故に下請依存が拡大しているのであり、もはや低賃金なるが故の下請利用ではない。」
「客観的要因の第二は、…・・・資本集約的でなく、研究開発集約的な分野が登場して、テフノクラチ『一ァが独立す
る条件がかなり準備されている。」
「客観的要因の第三は、技術の客観化がすすみ、技術開発の結果が零細企業にまで普及するようになったことで
ある。」
かくていう、「とにかくこのように零細企業の増加要因を考えてくると、現時点における零細企業の激増は、基
166 
つぎに、零細企業が「高生産性を実現する」に至ったという点についても、たしかに零細企業にも技術革新が波
及し、投資も高まってきていることは事実であり、一応はそういってよい。しかし、「企業成長要因が、研究開発
集約性市場指向性にかわり、経営資源の中で鮫も重要な要因が人的資源となった現在では規模に関係なく高生産性
本的には経済の高度成長の結果であり、しかも『二重榊造』解消の所産であるとみることができよう。」と。
果して、そういいきれるであろうか。まず第一に、たしかに、現在、需要の多様化、高度化、個性化がすすみ、
小零細企業になじみやすい需要分野が拡大し、また企業の成長要因として「市場指向性」と「研究開発集約性」が
重要となってきているといってよい。これは、たしかに、「高度成長」のひとつの帰結としての所得水準の上昇を
前提にしなければ考えられない。しかし、それはまた、すでに指摘したように、「転型期」以降、経済の発展が、
輸
出
、
財
政
支
出
と
と
も
に
最
終
消
費
支
出
の
拡
大
に
よ
り
多
く
依
存
す
る
よ
う
に
な
っ
た
と
い
う
発
展
パ
タ
ー
ン
の
変
化
を
背
景
に
現象していることに注意しなければならない。いま少しいえば、より多くの投資を行い、生産力を高度化させさえ
す
れ
ば
、
あ
る
い
は
大
規
模
生
産
の
メ
リ
ッ
ト
を
追
求
し
さ
え
す
れ
ば
、
成
長
が
容
易
に
可
能
で
あ
り
、
市
場
の
制
約
性
は
こ
れ
を
考
え
ず
に
す
ん
だ
と
い
う
時
代
の
終
り
を
背
景
に
現
象
し
て
い
る
こ
と
、
さ
ら
に
い
え
ば
、
「
軽
工
業
中
心
型
」
か
ら
「
本
格
的
重
化
学
工
鑓
」
を
中
心
と
す
る
新
た
な
慶
業
辮
造
へ
の
移
行
過
程
ｌ
そ
れ
は
大
規
模
な
技
術
箪
新
投
資
新
興
産
業
の
鵠
に
よ
っ
て
市
場
が
爆
発
的
に
拡
大
す
る
過
程
で
あ
る
ｌ
が
、
ま
た
相
対
的
過
剰
人
口
が
豊
富
に
存
在
し
て
い
た
が
ゆ
え
に
、
薯
が
Ⅷ
速
さ
れ
つ
ぎ
つ
ぎ
に
市
場
が
拡
大
し
て
ゆ
く
過
程
が
、
ほ
ぼ
完
了
し
た
こ
と
、
そ
れ
以
上
の
蓄
積
の
進
行
は
、
新
た
に
形
成
さ
れ
た
産
業
構
造
の
基
礎
の
上
で
、
輸
出
や
財
政
支
出
、
そ
し
て
最
終
消
費
市
場
の
拡
大
に
強
く
規
制
さ
れ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
こ
と
、
し
か
も
そ
れ
も
相
当のインフレ的膨張に依存する拡大に強く規制されざるを得なくなったことを背錠に現象していることに注意しな
ければならない。
167岐近における中小企業の階層分解について
第７表企業の増減状況
（イ）アメリカの開廃業率（製造業）
企業は存在しうる」ようになったから、零細企業は、より大きな経営より高い生産性を実現し、かくて著しい筬生を
みるようになったといえるだろうか。それほど零細企業は高い生産性を実現するようになったのであろうか。この
”高生産性“の内容には、実はかなり問題があるように思える。というのは、例えば、「現在では高生産性なるが故に
下請依存が拡大している」といわれているが、その「高生産性」の内容として、雇用者より労働のモラールが高い
、
や
、
、
、
、
、
｝」と」、「配偶者も労働すること」なども挙げている。そうとすればそれは、客観的にみれば労働強化、自己搾取の強
化であり、多就業化による総投下労働の増大に他ならない。また、そもそも「市場指向性」だどによ昂高生礒性の
アメリカ
項目
～ 
～～～ 開業率｜廃業率
1954 
1955 
1956 
1957 
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資料：昭和43年度「中小企業白聾」
（ロ）西ドイツ手エ業親方の登録状況
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出典：浦成忠男「中小企業の発生と消滅」（国民金融
公庫噸査月輌44年３月号）
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実現というのは、生産過程における高生産性とは必ずしも結びつかない。むしろぱあいによっては、きわめて低い
生産力を基礎として、流通過程でうまく立回ることによっても、高い所得をあげうる。事実、高生産をあげている
Ｂ） 
零
細
企
業
の
ケ
ー
ス
・
ス
タ
デ
ィ
が
な
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
な
か
に
は
、
内
職
や
低
い
生
産
力
水
準
の
零
細
企
業
へ
の
下
諭
外
注に依存しつつ、専ら流通過程における、ある種の経験、熟練の発揮によって満所得をえているものも含まれてい
る。また零細企業における研究開発集約性などというのも、大企業におけるそれとは、質の異った、きわめて限定
されたものであろう。かくて、低い生産力水準の基礎の上で、非生産的活動によって高所得をうるものが広範に生
じているとすれば、それはかなり問題的だといわねばならない。たとえば、日本以上に、市場指向性と研究集約性
が
、
ま
た
人
的
経
営
資
源
が
企
業
の
成
長
に
と
っ
て
重
要
な
要
因
と
な
っ
て
い
る
で
あ
ろ
う
と
思
わ
れ
る
欧
米
先
進
諸
国
に
お
い
て
は
、
零細経営は相対的にも、絶対的にも減少しており（第７表）、経済の発展パターンが市場指向的になり、研究集約
的になり、人的経営資源が重要になったとしても、必ずしも零細企業の穣生に結びつかない。日本において、かか
る
発
展
パ
タ
ー
ン
の
転
型
が
、
零
細
企
業
の
著
し
い
族
生
と
結
び
つ
い
た
背
景
と
し
て
、
浮
び
あ
が
っ
て
く
る
の
は
つ
ぎ
の
よ
う
な
事
態である。｜般に日本産業の生産力水準は高度化してきているが、それは著しく不均等であり、大規模セクターに
お
い
て
は
、
た
し
か
に
国
際
水
準
に
到
達
し
た
も
の
も
出
て
き
た
が
凡
小
規
模
セ
ク
タ
ー
に
お
け
る
生
産
性
格
差
は
著
し
く
大
き
い
（第８表）。また、麓産体制が進展しているといっても、そこには労働集約的工程が大趣に付属しており、壁産機
械と家内労働とが併存するというきわめて歪曲された社会的分業がなお広範に存在する。かくて第一に浮びあがっ
てくるのは、日本産業構造のかかる不均等性である。そして第二に浮びあがってくるのは、やはり相対的過剰人口
の圧力の大きさである。すなわち、労働力不足が下請依存の増大をもたらすということも、もし、堂産体制が十分
砿立しており、労働集約的工程が排除されているならば、あるいは、当該工程においてスケール、メリットが大き
最近における中小企業の階層分解について
産分<・第８表日米規模別労働生産性格差
性高働 （アメリカ労＝100）
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ある。いま、箸増している零細企業の実態をすなおと観察するとき、そのことは一層明らかになってくる。第９表は、
くならば、当該工程は、家内労働として分割されはしないであろうし、また、当該工程を担当する労働者が＋
い賃金をえているならば、あえて独立を志向しはしないであろう。このように考えてくると、零細企業は高生
を実現し、その鍍生は、二重構造の解消過程であるというようにいうことはかなりむずかしくなってくるので
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和41年)」による。
２．大規模：従業者500人以上
中規模：従業者50人以上～499人以下
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(上段、昭和31-37年、下段37-43年）（千人）
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第９表自営業主の増減状況
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iii考：１）主要な業種のみを摘記した。
２）昭和31-37年については、その間休業者の扱いかたが変ったので各項
の和が総計と一致しないぱあいがある。
資料：総理府「就業極造基本調査」
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昭和三○年代前半の「第１期高度成長期」において減少していた零細企業が「転型期」以降著しい増大に転じてい
るのは、どのようなセクターなりタイプの零細企業の動向に依存しているかをみようとしたものである。昭和三一
’三六年に七万八千人の減少をみていた自営業主は、昭和一一一七’四三年には九九万六千人の増加に転じているが、
この減少から著しい増加への転化は、すべての業種で、またすべてのタイプの自営業主に、必ずしも一様に起って
いるわけではない。重工業諸業種、建設業などにおいても、昭和三一’三六年の増加よりも昭和三七’四一一一年の増
加の方がかなり多くなってはいるが、しかし、これらの業種においては、昭和三○年代初頭から一貫して増大して
いるのであり、最近における減少から大幅な増大をもたらした主潮は、何といっても、軽エ業諸業種、商業、それ
にサービス業における零細企業の、かなり大幅な減少から著しい増加への逆転である。またこれをタイプ別にみる
とこの変動の主役は、一一六万六千人の減少から五三万九千人の増加に転じた、雇用者なしの業主であることがしら
れる。またさらに、これを男女別にみると、一四万人の減少から四六万五千人の増加に転じた、雇用者なしの女業
主、あるいは、六一一万人の減少から四五万一一千人の増加に転じた、仕事が従な女業主の変動が主役をなしていると
いえる。ところで、雇用者なしの、また仕事が従な女業主とは、いわゆる内職者だといってよい。かくて、われわ
れは、かかる女子の内職者の減少から大幅な増加のうちに、最近における零細企業の減少から大幅な増大への逆転
の主因を、少なくとも壁的な主因を見出すのである。そこで女子の内職者の、かかる変動が何故生じたかが問題と
なる。まず、「第１期高度成長期」におけるその減少は、雇用市場の拡大ということによって容易に理解される。
すなわち、内職者は、当時大量に存在していた相対的過剰人口の存在形態に他ならなかったが、高度成長期の雇用
の著しい拡大は、それを急速に吸収したのである。それでは、最近における内職者の増加は、相対的過剰人口が再
び増大していることによるのだろうか。しかし、いわゆる「労働力不足」が一層著しくなっている労働力不足下で
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第10表規棋別にみた労働力の不足対策 (単位９６）
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資料：全国中小企業団体中央会「中小企業労働事情実態調査｣(昭和44年６月15日現
在」
（注）１）比率は回答事業所数＝100として算出した。
２）（）内は対ilil年増力11率。
３）労働力不足対策のうち、主なものだけを掲げた。
出典：労働省『労働白聾』（45年版）
相対的過剰人口がかくも著しく増加するものであろうか。
われわれは、ある意味で、これを肯定する。というのは、
第一に「第１期高度成長」下での相対的過剰人口の吸収
は、「労働力不足」を現象させたわけであるが、その「労
働力不足」は一様に現象しているわけではない。しばし
ば指摘されているように、「労働力不足」は、相対的に低
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転廃業、などの過程で、新たに生み出されている。また、
「労働力不足」は、これを規模別にみれば、大企業より
も中小企業でシビアーである。それは、一方で、大企業
の方が賃金その他の労働条件が有利であり、雇用はまず
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に
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第11表女子就業希望者の年齢、希望する仕事の極類別棡成比
（単位％）
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総理府統計局「就業構造基本調査」（昭和43年）
（）内は転職希望者数で単位千人・
労働省『労働白:番』（45年版）
資料：
(注）
出典：
第12表女子就蕊希望者の就巣希望理由、希望する仕事の麺類別梢成比
（単位％）
うち目宅で内職を
したい者計就業希望理由
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計
失業しているから
学校を卒業したから
生活困難になったから
生活困難ではないがもっと家計放
入を得たいから
学資、こづかいなどを得たいから
余暇ができたから、その他
総理府統if1.局「就業榊造埜本調査」（昭和43年）
（）内は転職希望者数で単位千人。
労働省『労働白替』（45年版）
資料：
(注〉
出典：
最近における中小企業の階層分解について
のえ化ち働さなと
でかるし、者らい家
あくのにョな｜こに計
るてで〈高ど、し収
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「労働力不足」とは、労働力が絶対的に不足しているのではなく、まさに資本蓄秋の内容と労賃水準によって規定
されているのであり、労働力の過剰と不足は、併存しうるのである。ところで第二に、低賃金労働力の不足に直面
した中小企業は、第、表にみるように、いきおい中高年労働力の採用とともに、下調外注の活用、家族労働力の採
用などによって労働力を外延的に引き出そうとしているが、それは、まさに、相対的過剰人口の外延的拡大を要請
するものである。そして、事実、このような要諭に応えるかのように、女子の就職希望者が増加し、なかでも、自
宅で内職を希望するものが、かなり多くなっているが（第ｕ表）、いまその就職希望の理由をみると、「余暇ができ
たから」というものもあるが、その大半は、「生活が困難になったから」（一一一・八％）「生活困難ではないがもっ
と家計収入を得たいから」（五一・二％）という経済的理由によっている（第⑫表）。ということは、絶対的にでは
な
い
に
し
て
も
、
大
企業労働者を中心とする所得水準の上昇、マスコミを通じてのそのデモンストレーション効果、
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化
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こ
と
が
で
き
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す
な
わ
ち、「高度成長」過程はまず堆積していた相対的過剰人口を吸収したが、いまや、相対的窮乏化によって、労働力
化しにくい主婦を中心とする労働力の供給を促したのであり、これは、いわば相対的過剰人口の外延的拡大ともい
え
る
の
で
あ
る
。
かくて、股に
そ
う
と
す
れ
ば
、
最
近
の
零
細
企
業
の
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」
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しかし、それは、「高度成長」以前と全く同じであるとはいえない。けだし今や相対的過剰人口はさきに指摘し
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以上、「零細工業」「小エ業」の上向分解と下向分解について若干の検討を加えてきたわけであるが、われわれ
は、結論的に次のようにいってよい。上向分解は必ずしも、厳密な意味においての「中工業」「中堅企業」への転
成をもたらさず、むしろ独占資本組織の新たな再編的拡充の栢杯となっている側面も強い。また下向分解も八「零
細工業」「小工業」↓プロレタリアートＶという「近代的」階層分解が単純に進行しているとはいえない。むしろ、
「転型期」以降、「零細工業」は著しい増加をみているのである。かくて、中小企業が上下への階層分解によって、
整理され、「中エ業」とプロレタリアートから成る均質な経済への移行、いいかえれば、二一重構造」の解消過程
たような同本産業構造の不均質性、生産水準の低位性と結びついて、むしろ「労働力不足」に直面している企業に
よって積極的に吸引され、小零細企業のなかには、「市場指向性」、「研究開発集約性」を強めることによって、か
なり所得をあげているものも生じてきており、同じ零細企業でも、企業間格差は著しくなり、もはや、これらを同
一の範嬬にいれることはむずかしくなってきているからである。この点で、やはり「近代化論者」の指摘は鋭いと
いえる。しかしこのような変化は、いかにして生じているのであり、何を意味しているのであろうか。前節で残し
た問題とともに、節を改めて考えてみよう。
（週）中村秀一郎『中小企業』一四一頁。
（ｕ）滴成忠男「零細企業激増は逆行現象か」（『経済評輸』四五年三月号）
同氏『日本中小企業の榊造変動』（四五年四月刊）第四章など。
（巧）中村秀一郎『大規模時代の終り』（四五年六月刊）一八七頁。
（蛆）国民金融公庫調査部「小零細企業新規開業実態調査報告」（国民金融公庫『調査月報』四五年三月号）
四
総
括
が順調に進行しているとはいえない。むしろ、零細企業の著しい増加にみるように、三重椣造」は再編され拡大
されているといわなければならない。もっとも、最近においては、「規模の時代は終り」規模に関係なく高生産性
を実現することができるに至ったのであり、従って零細企業でも高生産性を実現することが可能であり、最近の零
細企業の激増は、むしろこのようなかたちで進行する「二重構造」の解消過程であるともいわれている。しかし、
それはきわめて疑問であるといわなければならなかった。それは一方で、生産力水準の低位性に、他方で、やはり
相対的過剰人口圧に由来するところの、社会的企業の歪みに多くを依存していた。さらにまた、このような零細企
業の増加が、全体としての零細企業の増加に寄与した割合は、ことに「第１期高度成長期」における減少から、
て卵「転型期」以降における増加への逆転に寄与した割合は、必ずしも大きくはなかった。「転型期」以降における全
鉢体としての零細企業の著増は、やはり相対的過剰人口の新たな創出ということと無関係ではなかったのである。
鰯このように、最近ますます著しくなってきている中小企業の階層分解の進行は、単純に産業構造の高度化、生産
噸力の発展、総じて経済の発展による三重構造」の解消過程であるとはいえない。このことは、まず第一に砿認さ
鐸れなければならないことである。しかし、第一一に確認されなければならないことは、そうだからといって、旧態依
、
刺然たる「一一重構造」が拡大再生産されているわけではない。また「中小企業経済」が存立の危機一色にぬりっぷさ
るけれているわけでもない。中小企業の、ことに「小エ業」の存立はきわめて不安定になってきており、上向あるいは
陣下向への分解圧力は強まってきているが、そのなかで、上向分解も顕著に進行し、「中工業」ないし「中堅企業」も
繩籏生をみていることはたしかであるからである。また族生する零細企業のなかにも、かなりの所得をあげるものも
７生じてきていることもたしかであるからである。このような事態の変化に対する「近代化論者」の感覚はまことに
７
 
１鋭敏であるといえる。ただ、それは、近代化論者がいうように、一般的な産業発展なり生産力の高度化が順調に進
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行している過程であると諺全面化し、一般化することはできない。
すでに指摘したように、「中工業」「中堅企業」は、独占資本主義においては、本来不安定な存在である。それ
が、一定程度定着をみたというのは、次のような条件の存在によっているといわねばならない。まず第一に、一方
で、中小企業市場の著しい拡大、それも堂産に適合的な市場の拡大、他方で、絶えざる技術革新の進行という条件
が必要になるが、それらは、まさに昭和三○年代の「高度成長」過程における、経済規模の著しい拡大、産業構造、
市場構造の、総じて生産力水準の著しい高度化によってはじめて提供されたのである。そして、かかる「高度成
長」過程こそ陸決して一般的な経済発展の過程ではなく、日本資本主義が、全般的危機の深まりにさいして、そ
の「後進性」と「戦後性」に規定されてとったところの、国家独占資本主義的資本蓄積の一形態であり、それは特
殊歴史的な産物だといわなければならない。昭和四○年代になっても、なお「中工業」「中堅企業」の儀生が続い
ているとすれば、それはひとつにはこのような特殊歴史的条件が残存していることによるといってよい。また第二
、
、
、
に、「中工業」「中堅企業」の発展にはかかる高成長の安定性が重要な条件であったが、それはいま述べた高成長要
因の残存ということもあるが、ここでとくに注意しなければならないのは、昭和三○年代後半になって、「高度成
長」過程で蓄積された矛盾が一定程度に達したとき、それが激烈な恐慌という形態をとって爆発することを回避し、
いわゆる、「転型期」という形でしか発現せしめなかったことである。それは、いうまでもなく、国家独占資本主
義に特有な恐慌回避のメカニズム、すなわち、金融、財政を通じる追加信用、追加市場を与えることによって、過
剰資本の露呈を防ぎつつ、一方で物価騰貴によって、他方で生産力水準の上昇を促すことによって過剰資本をなし
くずし的に処理するメカニズムが作用したからである。たしかに、この過程で、「中堅企業」も動揺し、破綻した
ものもある。しかし、それは必ずしも広範にわたらなかったのであり、多くの中小企業は、この過程でもなお成長
しかし、特殊歴史的諸条件は、やがて消失するか大きく変貌せざるをえない。すなわち、まさに持続的高度成長
によって、産業構造、生産力水準の彼我の懸隔は徐々に埋まり、従ってキャッチアップの作用力は徐々に弱められ
る。また大量に存在していた相対的過剰人口も、徐々に払底し、労賃水準も著しい昂騰をみるに至った。これらは
－１高度成長」要因の消失であるとともに、いわゆる過剰資本をつくり出し、恐慌を準備する要因でもある。ことに
｝」い「高度成長期」において、大企業に比較して、有機的榊成を高める「縦への拡大」傾向よりも、むしろ豊富な相対
つ鉢的過剰人口の存在を前提にした「横への拡大」傾向が強かった中小企業についてはそういってよい。かくて、「高
齢度成長」過程そのものが高度成長の条件を消失せさたばかりか、恐慌に転化する矛盾を醸成したのである。しかし、
鱸いま述べたように、それは国家独占資本主義的諸方策によって一挙に爆発させるという形を回避し、爆発を防ぎっ
鐘つ、なしくずし的に処理するという形をとる。それはとりもなおさず、経済の発展は、｜方で輸出市場への依存を
、
恥強めるとともに、他方で、財政支出や日銀信用によって、すなわちインフレ的に創出された追加市場、追加信用へ
るけの、また》てのようにして維持・拡大された最終消費市場への依存を強めることを意味する。さきにみた「市場指向
お逓性」の増大や最終消費を中心とする小零細企業に適合的な市場のインフレ的拡大ということも、ひとつには、「高
最度成長」による所得水準の上昇の帰結であるとともに、このような過剰資本のインフレ的処理の過程の反映でもあ
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を続けたのである。かくて「中工業」「中堅企業」の成長と定着とはこのような、インフレ・メカニズムをビルト
イ
ン
さ
れ
た
日
本
国
家
独
占
資
本
主
義
の
、
い
わ
ば
持
続
的
高
成
長
と
い
う
特
殊
歴
史
的
条
件
に
大
き
く
依
存
し
て
い
る
と
い
わ
な
け
れぱならない。
ったのである。
かくて零細企業における新たなタイプの発生が、一方で、さきにのべたような生産力発展の鞁行性。それによる
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社会的分業の歪みに起因するとともに、他方で「市場指向性」や最終消費を中心とする小零細企業に適合的な市場
のインフレ的維持・拡大に起因していたとすれば、それは生産力的発展がかかる程度の低位水準にしか達しないう
ちに、「高度成長」要因の消失と、それによって醸成される恐慌要因のインフレ的処理と密接に関連しているという
ことになる。まさに、「二重構造」の解消についての論点の移行－－八中小企業↓「中工業」＋プロレタリアートｖと
いう見通しから、零細企業の増大自身が三重構造」の解消であるという論点への移行ｌｌ自体が、まさに、特殊
歴史的な「高度成長」過程での矛盾の醸成と、それへの国家独占資本主義的なインフレ・メカニズムによる対応を
反
映
し
た
も
の
に
他
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
「中工業」「中堅企業」の形成と一定の定着、また新たなタイプの零細企業の族生という事態が、このような日
本国家独占資本主義の特殊歴史的構造と運動に由来していると考えるとき、「転型期」以降における、一般的発展
のなかでの中小企業経営の不如意、倒産の激増、そして新たな相対的過剰人口の形成に基く零細企業の逆転的激増
という事態も、いまや、つぎのようなものとして把えることができよう。すなわち、それらは、「中工業」「中堅企
業」、そして新たなタイプの零細企業の形成を促しているのとまさに同じメカニズム、つまりインフレメカニズム
をビルトインされた持続的高成長のメカニズムの、もうひとつの側面、過剰資本のなしくずし的処理によるなしく
ずし的露呈に他ならないと。中小企業経営の不如意、倒産の激増は、過剰資本の最もシビアーな処理形態であり、
相対的過剰人口の形成は、まさに過剰資本の処理の一定の程度進行に他ならない。かって恐慌として一時点に集中
して爆発した過剰資本は、いまや国家独占資本主義的諸方策によって隠蔽されつつ、なしくずし的に処理される。
そのとき蓋力の高度化朧、インフレメカニズムに守られ稔がらｌそれは「労繊力不足」の持続を意味し、かか
る「労働力不足」に鱸制されてｌいわば不断に行われる．しかし、他方でまさにインフレメカニズムによって守
られているが故に、過剰資本の処理は徹底されず、また蓄種が不断に進行するが故に、過剰資本もまた不断に形成
される。その過剰資本は、最も弱き環において不断に露呈することになる。そして、その鱒呈を防ぐためには、か
かる弱き環にまで追加市場、追加信用が与えられなければならないが、それは、とりもなおさず、激しいインフレ
の進行とならざるをえない。すなわちかって恐慌という形で一点に集中してあらわれた蓄積の矛盾は、いまや時間
的
に
も
ひ
き
の
ば
さ
れ
、
階
層
的
に
も
分
化
さ
れ
て
、
い
わ
ば
諸
種
の
榊
造
矛
盾
と
し
て
現
象
す
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。
か
く
て
、
わ
れ
わ
れ
が
は
じ
め
に
み
た
と
こ
ろ
の
、
成
長
の
な
か
の
倒
産
、
発
展
の
な
か
の
没
落
、
「
伸
び
ゆ
く
も
の
」
と
「
消
え
ゆくもの」への分化は、特殊歴史的な一「高度成長」経済がもたらした彪大な過剰資本を隠蔽しつつ、なしくずし的
て》に処理していることのひとつの現象形態に他ならなかったのである。
仁
と
こ
ろ
で
、
こ
の
よ
う
な
過
程
は
、
同
時
に
中
小
企
業
の
多
様
化
の
過
程
で
も
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
い
ま
や
、
中
小
企
業
は
、
そ
の
解鰯成長も、没落もいわば外的に一律に強制されることはなくなり、むしろ業種の消長、独占資本との関係、そして経
蠣営力などの経営主体の要因などによって、あるいは不断の上向も可能となる代りに、あるいは容易に没落、倒産に
鐸も落ちこむという状況が出てきたのである。はじめにみたころの、業種間格差、企業間格差の拡大は、その端的な
、
Ⅶあらわれであり、また、「中工業」「中堅企業」などの中小企業の新しいタイプと、「小工業」「零細工業」などの
蝿中小企業の旧いタイプへの分化、あるいはまた、零細企業における新たなタイプの発生など、中小企業の階屑分解
陣もたんに規模のみを指標とすることができなくなってきているといわれるのも、さらにとくに経営者のエートスが
錘重要視されるようになっているのも、以上のことがらの反映である。
それゆえ、いわゆる中小企業問題を「個別的に企業のレヴェルで解決している」企業も生じているとしても、そ
１
 
８
 
１れは中小企業問題の解決の展望を与えるものではない。中小企業問題は、中小企業のいろいろなタイプへの分化に
182 
伴って？拡散され、多様化していることを示すにすぎない。このような多様化の強まりのなかで、中小企業者は、
、
、
、
また中小企業労働者は、その問題を個別的に解決する可能性が強まっているように見えるがゆえに、それを全体と
して把え、全体としての解決を志向することを、きわめてむずかしくしているのである。かくて、最もシビアーな
問題である企業倒産も、中小企業問題のますます一側面をのみ表現するにすぎなくなっているゆえに、それが「近
代化」のためにはネセサリ・イヴルとされたり、あるいは経営者の手腕なりエートスの問題だとされるイデオロギ
ーも生じてくるのである。ここにこそ、「中小企業の多様化が、そしてそれを生み出した現代日本彊本主義の階層分
解形態が、したがってきた現代日本資本主義の資本蓄秋様式がもっところの、ひとつの重要な意義を見出すことが
できるのである。
（Ⅳ）この点についてはたとえば大内力『日本経済鶴』
どを参照されたい。
（上）二九七頁以下、揖西ほか四名『日本盗本主義の没落Ⅷ．概観』な
